
 

 

 

 

 

2024年 5月 2日 

各 位 

                        株式会社北洋銀行 

オリエント建設株式会社様に対し 

「サステナブル経営支援ローン」を実行しました 
 

北洋銀行（取締役頭取 津山 博恒）は、オリエント建設株式会社様（北海道札幌市、代表取締役：藤田 

春幸様）に対し、 「サステナブル経営支援ローン」（以下、本ローン）を実行しました。 

本ローンは、北洋銀行が提供する SDGｓコンサルティングやお客さまとの対話を通じて設定された重要

課題のうち、環境・社会・経済に好影響を与え得るもの、もしくは悪影響を抑制し得るものを「サステナビリテ

ィ目標」と定義し、その有意義性について第三者からセカンドオピニオン※を取得する融資商品です。 

オリエント建設株式会社様では、重要課題を「全ての社員にとって働きがいのある職場環境に」とし、そ

れに基づく目標・KPIを、年間休日取得日数や有給休暇取得率の増加、BIM（ビルディング・インフォメーシ

ョン・モデリング）の有資格者増加とすることで、サステナビリティ経営を実践していきます。 

当行では今後も、ほくようサステナブルローン等を通じ、北海道を営業基盤とする金融機関として、環境・

社会面に前向きに取り組むお客さまを支援してまいります。 

 

※株式会社北海道共創パートナーズによるセカンドオピニオンは別紙をご参照ください。 

記 

【オリエント建設株式会社様の概要】 

 

 

 

  

 

【契約記念の様子】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

所 在 地 北海道札幌市南区石山 1条 7丁目 27番 7号 

代 表 者 藤田 春幸様 

設 立 1979年 11月 

業 種 建設業、不動産業、介護福祉事業 

北洋銀行グループは、2018 年 12 月「北洋 SDGs 宣言」 を表明し、地域の持続的成長

支援と社会的課題の解決に取り組んでおります。なお、SDGs に関連するプレスリリース

には、該当する SDGsのアイコンを明示しております。 

【SDGs】2015年の国連サミットで採択された、持続可能な世界を実現するための 2030年

までの国際目標。17のゴールと 169のターゲットで構成される。 

北洋銀行グループ経営理念：お客さま本位を徹底し、多様な課題の解決に取り組み、北海道の明日
あ す

をきりひらく 

 

 

左：オリエント建設株式会社 

 代表取締役 藤田 春幸 様 

 

右：北洋銀行 

藻岩支店長 後藤 雄一 
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オリエント建設株式会社 

ほくようサステナブルローン 

サステナブル経営支援ローン 

評価日：2024 年 5 月 2 日 

 

 

株式会社北海道共創パートナーズ 

 コンサルティング事業部 

 

本セカンドオピニオンは、オリエント建設株式会社(以下、「オリエント建設」という)が北洋銀行の融
資商品「サステナブル経営支援ローン(以下、本ローン)」を利用するにあたり、株式会社北海道共創パ
ートナーズ（以下、「HKP」）が第三者の立場から発行するものである。 

本ローンは、お客さまの SDGs 経営とサステナビリティ目標に対し、第三者からの評価を取得し、融
資実行後においても北洋銀行との継続的な対話等を通じ、企業の持続性の向上を支援する商品である。 

 

1. 企業概要 
(1) 企業概要 

オリエント建設は北海道札幌市南区に本社を置き、マンションや戸建住宅を手掛ける建設会社で

ある。特に賃貸マンション事業が当社の主力事業であり、不動産情報の斡旋から事業計画の立案、

企画、設計、施工、管理業務などマンションオーナー向けのサービスを一気通貫で提供している。 

 また、札幌市白石区で小規模多機能型居宅介護を併設した高齢者住宅「はまなす」を運営し、介

護福祉事業も行っている。 

 

企 業 名 オリエント建設株式会社 

代 表 者 名 藤田 春幸 

所 在 地 

• 本社 

北海道札幌市南区石山 1 条 7 丁目 27 番 7 号 

• 豊平オフィス 

北海道札幌市豊平区中の島 2 条 3 丁目 5-21 

• はまなす（小規模多機能ケアホーム・高齢者住宅） 

北海道札幌市白石区栄通 18 丁目 10-16 

資 本 金 4,000 万円 

従 業 員 36 人 (2023 年 12 月現在) 

業 種 建設業、不動産業、介護福祉事業 

事 業 内 容 

• 総合建築工事の設計・施工・請負・監理 

• 不動産の売買・賃貸・仲介・斡旋・管理 

• 損害保険代理業務 

• 不動産リースバック事業（コンビニへの土地建物リース） 

• 住宅型有料老人ホーム事業 

• 小規模多機能居宅介護事業 

関 連 会 社 
• オリエントマネジメントサービス株式会社：不動産管理 

• 株式会社シーアンドギャルド：スポーツ施設運営 
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沿 革 

1979 年  

1992 年 

1997 年 

1998 年 

2004 年 

 

2005 年 

 

2009 年 

 

2013 年 

2021 年 

 

2022 年 

シアンドギャルド株式会社として会社設立 

第一建設株式会社の株式を譲受 

オリエント建設株式会社に商号変更 

現所在地（札幌市南区石山 1 条 7 丁目 27 番 7 号）に本社移転 

マンション事業を開始 

（主な施工物件：ルグラン平岸、コレド 7.7 等） 

高層マンション事業を開始 

（主な施工物件：アリュール円山、オリエントステージ表参道 等） 

タワーマンション事業を開始 

（主な施工物件：レジデンスタワー札幌 等） 

高齢者住宅「はまなす」を運営 介護福祉事業を開始 

小規模多機能ケアホーム「はまなす」の運営を自社で開始。介護福

祉事業を拡大 

SDGs 宣言を実施 

 

(2) 経営・事業に関する考え方 

 オリエント建設は建設事業におけるコンセプトとして「施主仕様が最優先」を掲げている。こ

のコンセプトには、社会生活を営むうえで不可欠な衣・食・住の「住」の領域において、建設会

社としてより良いものを提供していきたいという想いがある。それを実現していくために、当社

が手掛ける建築物は規格型の建物ではなく、施主の個性を表現したオーダー設計施工で、北海道

の気候・風土を活かした建物の供給を行っている。 

 会社コンセプト 

  

 

上記のコンセプトは顧客への価値提供を念頭とした内容になっているが、事業運営においては

オリエント建設の最も近いステークホルダーである「社員」を大切し、当社で働く社員がいきい

きと活躍できる職場環境の整備と役職員の協調を重んじている。 

 この考え方の社内浸透を図るため、オリエント建設では事業年度ごとに漢字一文字のスローガ

ンを掲げている。取組みの始まりは「和を以て貴しと為す」（聖徳太子が十七条憲法の第一条とし

て定めたとされており、相手を尊重し認め合う『和』の大切さを説いた言葉）をスローガンとし

たことからから始まった。その後、シンプルに「和」の一文字をとり漢字一文字のスローガンと

なり、事業年度ごとに定める形となった。なお 2024 年度のスローガンは「協」。取組みのスター

トから一貫して、「仕事は独力では達成できず、役職員の協調が何より大切である」という考え方

がオリエント建設の価値観である。 

出所：オリエント建設提供資料 
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(3) 事業概要 

① 建設・不動産事業 

 オリエント建設は、賃貸マンションを主力とした建設・不動産事業を展開している。上述した

通り当社のビジネスは、不動産情報の斡旋にはじまり、事業計画の企画、設計、施工、そして賃

貸期間中の管理業務を含め、マンションオーナー向けのサービスを一気通貫で提供しているの

が特徴だ。 

 賃貸マンションオーナーへのワンストップサービスを提供するオリエント建設には、事業を

行うなかで物件に住む人々から様々な改善要望が寄せられる。改善要望は、物件オーナーにフィ

ードバックされると同時に、設計部門にも伝えられ対応が検討される。さらに定期的に開催して

いる営業部門、施工部門、経理・総務部門を交えた社内会議で改善要望は共有され、ベストプラ

クティスとして新たな物件に反映されている。 

 オリエント建設は「施主仕様が最優先」をコンセプトとして掲げ、手掛けてきた物件には一つ

として同じものはないが、これはオーナーの要望を単に反映するだけでなく、住人からのリアル

な声が反映され磨き込まれたものである。このように当社は、各部門が「協調」のスローガンの

もと、オーナーならびに住人から吸い上げた要望の具現化に取り組み、付加価値の創造・向上に

努めている。 

 

 施工実績（一例） 

 

 

  

出所：オリエント建設提供資料 
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② 介護福祉事業 

 オリエント建設は、小規模多機能型居宅介護事業所を併設した高齢者住宅「はまなす」を運営

している。建設・不動産業が祖業の当社であるが、高齢化の進展とともに確実に増加することが

見込まれる介護需要に対応するため、2013 年から高齢者住宅「はまなす」の運営を開始した。

介護福祉事業に参入した当初は高齢者住宅の提供を自社の事業として行い、併設する小規模多

機能型居宅介護の運営は外部に委託していたが、2021 年からは小規模多機能型居宅介護事業の

オペレーションも開始し事業領域を拡大した。今後も順次介護福祉事業は拡大していく予定で、

将来的には会社全体の 1 割程度の事業ポートフォリオを目指す考えだ。 

 「はまなす」では「通所」「訪問」「宿泊」の 3 つの複合型介護サービスを提供している。入所

者は住み慣れた環境で各利用者のニーズに応じた介護サービスを受けることができる。また、内

科、整形外科、歯科など近隣医療機関との連携により、入所者がシームレスな医療・介護サービ

スを受けることが可能な体制を整備している。 

 

 施設概要 

 

 

  

出所：オリエント建設提供資料 
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2. サステナビリティ方針と活動 
(1) サステナビリティ方針 

オリエント建設は「持続可能な開発目標（SDGs）」に賛同するとともに、事業活動を通じて SDGs

の達成に貢献するため、「オリエント建設株式会社 SDGs 宣言」を策定している。この宣言では「全

ての社員にとって働きがいのある職場環境に」「快適・安全・安心な住まいの提供を」「『人』に『地

域』に密着した企業として」「環境にやさしい未来へ」の 4 つのテーマを設け、環境・社会・経済に

好影響を与える様々なサステナビリティ活動を行っている。 

 

 オリエント建設 SDGs 宣言 

 

(2) サステナビリティ活動 

① 環境面での活動 

 住宅など建造物から排出される温室効果ガスは、日本国内の排出量の約 3 割を占めると推計

されており、建設業界はカーボンニュートラル実現に向けて貢献が期待される業界だ。国は第

6 次エネルギー基本計画で 2050 年の住宅・建築物ストック平均で ZEH・ZEB 水準の省エネル

ギー性能確保を目指しており、この方向性のもと、2024 年 4 月から住宅などの広告で省エネ

ルギー性能の表示が努力義務化、2025 年 4 月からは省エネ基準適合義務化（建築確認時に適

合が必須）となるなど、足元で建設業界には大きな変化が訪れている。 

 オリエント建設は事業環境変化と顧客のニーズに応えるため、太陽光発電設備やエコキュー

ト、LED 照明器具、エコマーク認定建材の使用など、省エネ設備・建材の積極的な推進を通し

て環境価値の提供を行っている。また、当社の事業活動により生じる環境負荷の低減を図るた

め、社有車はすべてハイブリットカーとしているほか、社内の照明の LED 化など基本的な取組

をしっかりと行っている。 

出所：オリエント建設提供資料 
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② 社会面での活動 

 働きがいのある職場環境の整備 

 オリエント建設では SDGs 宣言の第一のテーマとして「全ての社員にとって働きがいの

ある職場環境に」を掲げ、職場環境の整備に注力している。働きがいのある職場環境の整

備はオリエント建設が事業運営上、最も重視していることであり SDGs への貢献とサステ

ナブル経営の重要課題（マテリアリティ）としている。 

 まず役職員の生活を守っていくため、国が発表する統計データに基づき建設業界の賃金

上昇率などをターゲットに業界水準以上の賃金アップを継続的に行っている。また、建築

士や施工管理技士、宅建士などの有資格者に対しては資格手当を支給し、スキルアップの

インセンティブを与えることで能力開発を後押ししている。 

 加えて、ワークライフバランスの充実にも注力している。営業や設計、経理、総務では

業務の効率化を図り、基本的にオフィスワーカーの残業時間をゼロとしているほか、完全

週休 2 日とし、更に祝日の公休日化や夏季休暇・年末年始休暇を設定することで、年間休

日取得日数は 127 日（2023 年度）と高い水準になっている。また、産休・育休制度も整

備しており、これまでに男性社員の制度利用実績もある。 

 介護福祉事業による社会課題解決への貢献 

 札幌市は急速に高齢化が進展することが予測されている。「札幌市高齢者支援計画 2024

（案）」によると足元の高齢化率は約 28％と全国平均並みだが、2050 年には約 40％に迫

ることが見込まれている。そして高齢化の進展から介護需要の増加が予想されており、「は

まなす」が所在する札幌市白石区では 2045 年には全国平均比 1.3 倍の介護需要が予想さ

れている。また、近年は住み慣れた家、街に住みながら医療・介護サービスを受けられる

「在宅」のニーズが継続的に高まっている。オリエント建設は高齢化が進展する札幌市に

おいて高齢者向け住宅の提供と介護サービスを展開することで、社会課題解決の一翼を担

っている。 

 

  札幌市の人口・高齢化率良予想（左図） / 札幌市白石区医療介護需要予測指数（右図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 札幌市の在宅介護サービス・訪問看護利用者推移（2018 年度を 1 とした指数） 

 

 

 

  

出所：札幌市高齢者支援計画 2024（案） 

出所：地域医療情報システム 出所：札幌市高齢者支援計画 2024（案） 
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3. サステナビリティ目標の設定 
本ローンの取り組みにあたり、以下の重要課題の達成に向けたサステナビリティ経営の目標・KPI

を設定した。なお本項目におけるサステナビリティ目標はオリエント建設の主力事業である建設・不

動産部門における目標・KPI としている。 

(1) サステナビリティ目標の設定 

重 要 課 題 全ての社員にとって働きがいのある職場環境に 

ワークライフバランスの更なる充実と役職員の能力開発の推進 

取 組 内 容 ① 役職員の休日増加 

② BIM（ビルディング・インフォメーション・モデリング）のスキル保有者を

増加させる 

設定した目標・KPI ① （1）2027 年度までに建設現場業務に従事する役職員（現場監督・施工管 

     理・現場代理人 など）の年間休日取得日数 120 日を実現する 

   （2023 年度実績：113 日） 

（2）2027 年度までに役職員の有給休暇取得率 67％を達成する 

    （2023 年度実績：42％） 

② 2027 年度までに設計部において一般社団法人日本 BIM 協会「BIM エンジ

ニアライセンス」の資格保有率を 100％にする 

貢 献 す る S D G s  

 

 

 

(2) サステナビリティ目標の有意義性 

 本ローンの組成にあたり、「全ての社員にとって働きがいのある職場環境に」というオリエン

ト建設のマテリアリティのもと、ワークライフバランスの充実と役職員の能力開発を推進するた

め目標・KPI を設定した。以下、取組の有意義性を見ていく。 

① 役職員の休日増加 

 建設業界は労働環境の改善が必要とされている。国土交通省「建設業を巡る現状と課題」

によると建設業は他産業と比べ年間出勤日数が 12 日多く、年間実労働時間は 90 時間長い

と指摘されている。休日は他産業では一般的な「4 週 8 休」が、建設業（民間工事メインの

事業者）では 5％しか存在せず、「4 週 6 休」「4 週 5 休」が約 7 割を占める状況だ。 

 建設業における平均的な休日の取得状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所： 

国土交通省 

「建設業を巡る現状と課題」） 
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 上記のような建設業の課題が指摘される中、オリエント建設では先進的にワークライフバ

ランスの充実を進めてきた。当社では、営業や設計、経理、総務といったオフィスワーカー

で完全週休 2 日を実現し、年間休日取得日数は 127 日という高い水準の取得を実現してい

る。しかしながら、現場監督など建設現場での業務に従事する役職員においては休日出勤も

存在し、実質「4 週 6 休」、年間休日取得日数では 113 日となっている。建設業界としては

一般的な水準にあるが改善の余地は認められる。 

 年間休日取得日数の目標とした 120 日は、完全週休二日に加え、祝日の公休日化などによ

り達成可能な水準である。厚生労働省「就労条件総合調査」（令和 5 年）によると、建設業に

おいて年間休日取得日数 120 日超の企業は 25.5％しか存在せず、達成すると高い水準の休

日取得となる。 

 また、併せて有給休暇取得率の目標を設定した。厚生労働省「就労条件総合調査」（令和 5

年）によると建設業（従業員 30 人～99 人）の有給休暇取得率は 56.6％となっている。オ

リエント建設の 2023 年度の有給休暇取得率は 42％であり、業界水準からみても改善の余

地がある状況だ。目標とした「67％」は業界平均水準を上回るとともに「北海道働き方改革

推進企業認定制度」において最高加点を得られる水準である。 

 以上より、建設業界における課題への対応、そして役職員の働きがいと心身の健康を維持・

増進していくための内容として、目標・KPI は有意義である。 

② 役職員の能力開発の推進 

 建設業では DX 化による生産性の向上が求められている。国土交通省「建築 BIM の意義と

取組状況について」によると建設業界は建設技能労働者や建築士の高齢化、長時間労働の常

態化、生産性の低さなどの業界課題を底流に BIM 活用などの DX 化による生産性向上が求

められている。 

 建築・都市の DX に関する官民ロードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：国土交通省「建築 BIM の意義と取組状況について」） 
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 BIM（ビルディング・インフォメーション・モデリング）とは、3 次元の形状情報や、室

等の名称・面積、材料・部材の仕様・性能、仕上げなど建物の属性情報が入った「建物情報

モデル」を構築するシステムである。導入により、設計・施工段階ではデジタルデータを活

かしたシミュレーション・3DCG 等の活用による手間削減、維持管理・運用段階では維持管

理 BIM データを用いたファシリティマネジメントの効率化・高度化による不動産価値の最

適化などが可能となり、生産性やサービスの質の向上が期待される。 

 上記のような効果から建設業界では BIM の導入が促進されているが、国土交通省「建築分

野における BIM 活用・普及状況の実態調査 確定値（令和 4 年 12 月）」によると、総合建設

業（従業員数 31 人～50 人）での BIM 導入率は 13.0％に留まっており、更なる普及が必要

とされる状況にある。 

 オリエント建設では、設計・施工の効率化の観点から BIM を導入しており、3DCG の活用

による顧客との意思疎通の高度化など一定の効率化が行われている。一方、BIM スキルを持

つ役職員は自己啓発の一環として独学でスキルアップを行っており、組織を挙げた取組支援

は行われていない状況だ。 

 今回、設計部の「BIM エンジニアライセンス」の資格保有者の比率を 100％とする高い目

標を設定した。スキルアップ支援にあたっては、建築士や施工管理技士、宅建士などと同様

に「BIM エンジニアライセンス」を資格手当の対象資格とすることで、役職員の能力開発を

後押ししていく予定だ。 

 以上、建設業界において求められる DX 人材の育成と、オリエント建設の役職員のスキル

アップに資する内容として、目標・KPI は有意義といえる。 

 

以 上 
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株式会社北海道共創パートナーズ 会社概要 
 

名  称 株式会社北海道共創パートナーズ 

本社所在地 

〒060-0042 

札幌市中央区大通西３丁目 7 番地 北洋大通センター13 階 

代表 TEL：011-596-7814 

資 本 金 4,950 万円 

株  主 株式会社北洋銀行  

代 表 者 代表取締役社長 岩崎 俊一郎 

事 業 内 容 

①経営に関する問題点の調査・分析、改善案の企画・立案 

②企業戦略の立案、システムの構築および事業承継およびＭ＆Ａに関する支援 

③人材育成のための研修業務 

④有料職業紹介事業（許可番号 01 ユ-300467） 

⑤投資事業組合財産の運用及び管理 

⑥株式、社債又は持分その有価証券に対する投資業務 

⑦前各号に付帯関連するコンサルティング業務 

⑧前各号に付帯関連する一切の業務 

沿  革 

2015 年 8 月 株式会社日本人材機構 設立 

2017 年 9 月 株式会社日本人材機構と株式会社北洋銀行の共同出資により 

株式会社北海道共創パートナーズ設立 

コンサルティング事業とプロフェッショナル人材のシェアリング 

事業を開始 

2018 年 10 月 有料職業紹介事業の許可を取得し、人材紹介事業に参入 

2020 年  4 月 株式会社北洋銀行が株式会社日本人材機構の保有する株式を 

取得し、100%子会社化 

株式会社北洋銀行から M&A 事業を移管 

2023 年 4 月 経営コンサルティング事業の中の補助金コンサルティングを 

補助金事業部として事業部化 
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留意事項 
 

本文書は、貸付人が借入人に対して実施する「サステナブル経営支援ローン」に際し、借入人の SDGs

経営とサステナビリティ目標の有意義性に対する第三者意見を述べたものです。 

本文書に記載された情報は、現時点で入手可能な公開情報、借入人から提供された情報や借入人へ

のインタビューなどで収集した情報に基づいて、現時点での状況を評価したものであり、当該情報の

正確性、実現可能性、将来における状況への評価を保証するものではありません。 

HKP は当文書のあらゆる使用に起因して発生する全ての直接的、間接的損失や派生的損害について

は、一切義務または責任は負わないものとします。 

本文書に関する一切の権利は HKP に帰属します。HKP の事前の許諾無く、本文書の全部または一

部を自己使用の目的を超えて使用すること（複製、改変、翻案、頒布等を含みます）は禁止されてい

ます。 

 

【独立性】 

HKP は、北洋銀行グループに属しており、北洋銀行および北洋銀行グループ企業との間および北洋

銀行グループのお客さま相互の間における利益相反のおそれのある取引等に関して、法令等に従い、

お客さまの利益が不当に害されることのないように、適切に業務を遂行いたします。 

 また、本文書にかかる調査、分析、コンサルティング業務は北洋銀行とは独立して行われるもので

あり、北洋銀行からの融資に関する助言を構成するものでも、資金調達を保証するものでもありませ

ん。 

 

【第三者性】 

借入人と HKP との間に利益相反が生じると考えられる資本関係及び人的関係などの特別な利害関

係はありません。 

 

 


